
福岡県保健医療計画

2024（令和6）年 3月

いつでも、どこでも、安心して、
必要な保健医療サービスを
受けられる体制を目指して

2024
令和6年度

2029
令和11年度

概要版



- 1 - 

 
 
 
 
 
（１）計画策定の趣旨  

○ 医療計画は、医療施設相互の機能連携を促進し、地域の体系的な医療提供体制の整

備を行うことを目的として策定するもので、本県では、1988(昭和 63)年に本計画を

策定して以来、必要に応じて見直しを行ってきた。 

○ 今回の計画では、国が見直した「医療提供体制の確保に関する基本方針（平成 19

年厚生労働省告示第 70 号）」や「医療計画作成指針」を基に、医療提供体制を確保

するための現状と課題、今後の方向や目標を明らかにする。 

 
（２）医療計画の位置づけ  

○ 本県では、県が目指すべき姿を示すとともに、県政の各分野における施策の方向を

示し、県の行政運営の指針となる「福岡県総合計画」を策定しており、本計画は、

「福岡県総合計画」における、保健医療に関する分野別計画としての性格を有す。 

○ 本計画は、関連する保健・医療・福祉分野の取組に関する計画（健康増進計画、が

ん対策推進計画、循環器病対策推進計画、医療費適正化計画、高齢者保健福祉計画、

障がい者長期計画等）と整合性をとりながら策定している。 

 
（３）計画期間  

○ 2024(令和６)年度から 2029(令和 11)年度までの６年間（なお、中間年にあたる３

年目に、５疾病・６事業及び在宅医療等について、調査、分析及び評価を行い、必要

に応じて見直し。）。 

 
 
 
（１）保健・医療の現状 （７ｐ～２０ｐ） 

① 人口・世帯の推移 

・ 本県の人口は 5,135,214人（令和２年国勢調査）で全国９位、過去５年間の人口

増加率は 0.7％となっている。今後、人口総数は減少に転じ、年少人口、生産年齢人

口ともに減少を続ける一方、老年人口は増加を続け、2030(令和 12)年の老年人口割

合（高齢化率）は 30％を超えると予測。 

・ 本県の一般世帯数は 2,318,479世帯（令和２年国勢調査）で、１世帯当たりの人

員は 2.15人となっている。今後、総世帯数は減少に転じる一方、単身世帯数は増加、

特に 65歳以上の高齢者単独世帯が 2030(令和 12)年には一般世帯数の 16％を占める

と予測。 

② 主要死因 

・ 本県の 2022(令和４)年の主要死因は、１位 悪性新生物（26.3%）、２位 心疾患

（11.9%）、３位 老衰（8.3%）、４位 脳血管疾患（6.1%）となっており、2020(令和

２)年に初めて「老衰」が３位となった。 

・ 全国との比較では、悪性新生物の割合が全国より高く、心疾患、老衰、脳血管疾

福岡県保健医療計画の概要 

 

１ 医療計画に関する基本的事項（第１章 １ｐ～６ｐ） 

２ 保健医療体制の基本的事項（第２章 ７ｐ～６４ｐ） 
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患は低くなっている。 

③ 受療率 

・ 令和２年患者調査によると、本県の人口 10万対の１日平均の入院受療率（1,368

人）及び外来受療率（6,351人）は、いずれも全国平均（入院 960人、外来 5,658人）

を上回っている。入院受療率は、多くの年齢階級で全国の約 1.5倍となっている。 

④ 平均在院日数及び病床利用率 

・ 令和４年病院報告によると、本県の全病床（一般、療養及び精神病床）の平均在

院日数は 33.2日で全国平均（27.3日）を上回っている。 

・ 全病床における病床利用率は 79.7%で全国平均（75.3%）を上回っている。また、

いずれの病床でも全国平均を上回っている。 

⑤ 医療提供施設 

・ 令和４年医療施設調査によると、本県の病院数は 453施設で全国４位、一般診療

所は 4,801施設で全国６位となっている。人口 10万対でも、病院、一般診療所、歯

科診療所、薬局ともに全国平均を上回っている。 

 
（２）医療関係職種の人材の確保と資質の向上 （２１ｐ～５８ｐ） 

① 医師 

・ 2018（平成 30）年 7月に成立した「医療法及び医師法の一部を改正する法律（平

成 30年法律第 79号）」に基づき、都道府県が定量的な現状分析に基づく実効的な医

師確保対策が進められるよう、保健医療計画における「医療従事者の確保に関する

事項」から医師の確保に関する事項を抜き出し、保健医療計画の一部として医師確

保計画を新たに策定。 

・ 医師確保計画は、新たに導入された「医師偏在指標」（地域ごとの医師の多寡につ

いて全国ベースで統一的・客観的に比較・評価可能な指標）に基づき、全国の二次

医療圏を比較することで、医師の偏在状況を相対的に表した上で、二次医療圏単位

での医療提供体制の確保を目的として、各々の状況に応じた施策を通じて医師の偏

在対策を図っていくもの。 

・ 本県の医師確保計画については、策定後３年ごとに見直しを行うこととしており、

これを本計画「第２章 第２節 １ 医師」と位置づけ。 

② 薬剤師 

・ 2021（令和３）年６月に厚生労働省から公表された「薬剤師の養成及び資質向上

等に関する検討会とりまとめ」において、薬剤師の従事先には地域偏在や業態偏在

があり、特に病院薬剤師の確保が喫緊の課題であることが指摘されており、医療計

画における「医療従事者の確保に関する事項」に、薬剤師確保計画として地域の実

情に応じた薬剤師確保策の実施等を新たに記載。 

  ・ 薬剤師確保計画は、新たに導入された「薬剤師偏在指標」（地域ごとの薬剤師の多

寡について全国ベースで統一的・客観的に比較・評価可能な指標）に基づき、全国

の二次医療圏を比較することで、薬剤師の偏在状況を相対的に表した上で、二次医

療圏単位での医療提供体制の確保を目的として、各々の状況に応じた施策を通じて

薬剤師の偏在対策を図っていくもの。 

・ 本県の薬剤師確保計画については、策定後３年ごとに見直しを行うこととしてお

り、これを本計画「第２章 第２節 ３ 薬剤師」と位置づけ。 
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③ その他の職種 

・ 歯科医師、看護職員、看護補助者、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、診療

放射線技師、臨床検査技師、歯科技工士、歯科衛生士、管理栄養士、栄養士、医療ソ

ーシャルワーカー、介護サービス従事者の現状と確保対策等について記載。 

 

（３）保健医療圏の設定と基準病床数 （５９ｐ～６４ｐ） 

○ 国の基本指針では、「人口規模が 20 万人未満で、病院の療養病床及び一般病床の

推計入院患者の流入患者割合が 20%未満かつ流出患者割合が 20%以上」に該当する二

次保健医療圏については見直しの検討が必要。 

○ しかしながら、現行 13の二次保健医療圏を基本単位とした保健医療サービスを提

供する仕組みづくりが進んでいること等から、13の二次保健医療圏をベースとしな

がら、疾病・事業ごとに医療連携体制を構築していく。 

○ 基準病床数及び既存病床数については次表のとおり。 

 

病床種別 
二次保健 

医療圏名 
基準病床数 

既存病床数 

(2023(令和５）年11月1日現在) 

一般病床 

及 び 

療養病床 

福岡・糸島 18,080  18,802 

粕  屋 2,586 3,296 

宗  像 1,151  1,573 

筑  紫 3,277 3,661 

朝  倉 693 948 

久 留 米 5,501 7,012 

八女・筑後 1,537 1,898 

有    明 2,145 3,866 

飯    塚 2,305 2,845 

直方・鞍手 731 1,193 

田    川 952 1,330 

北 九 州 11,511 15,931 

京    築 1,442 1,580 

計 51,911 63,935 

精神病床 全  県 17,040 20,625 

結核病床 全  県 105 209 

感染症病床 全  県 66 66 

 
 
 
 
（１）医療機関の機能分化・連携の促進 （６５ｐ～８１ｐ） 

○ 医療機関の機能分担と連携を促進するため、かかりつけ医等を持つメリットや「紹

介受診重点医療機関」、「地域医療支援病院」、「特定機能病院」の概要・役割等につい

て記載。 

○ 地域医療支援病院、特定機能病院、公的医療機関等及び国立病院機構等独立行政法

３ 住民・患者の立場に立った医療提供体制の構築（第３章 ６５ｐ～２５７ｐ） 
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人が開設する医療機関については、「地域医療構想」を踏まえ、地域において今後担

うべき役割等の方向性を明示する「公的医療機関等 2025 プラン」を策定しており、

同プランに係る地域の関係者間での協議を踏まえ、今後の役割等について地域で共

有。 

  ○ このほか、情報通信技術（ICT）や地域連携クリティカルパスを活用した病病連携・

病診連携の推進等医療機関間の連携を促進。 

  ○ 医療ＤＸに係る取組について、国の動向を踏まえつつ、デジタル技術を活用した

情報共有や、地域の保健・医療・福祉関係者の連携の促進等について検討。 

 

 

（２）５疾病６事業及び在宅医療の医療連携体制の構築（今後の方向について） 

  ① がん （８２ｐ～８７ｐ） 

今後の方向 ＜科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実＞ 

○ たばこ対策や飲酒・運動等の生活習慣改善の推進、肝炎ウイ

ルス無料検査等の肝炎対策等を推進。 
○ 効果的な受診勧奨等によるがん検診の受診率の向上、精度管

理によるがん検診の質の向上を推進。 
＜患者本位で持続可能ながん医療の提供＞ 

○ がん医療について、地域の実情に応じた均てん化及びがん診

療連携拠点病院等の役割分担を踏まえた集約化を推進。 
○ ゲノム医療、希少がんや、小児及びＡＹＡ世代等のライフス

テージに応じたがん対策に係る専門医療従事者の育成等を推

進。 

○ チーム医療や介護と連携したサービス提供体制を整備。 

〇 がん診療連携拠点病院等や妊孕性温存療法実施医療施設と

連携した、適切ながん・生殖医療の提供を推進。 

＜がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築＞ 

○ がん相談支援センターの利用促進やピア・サポーターの養成

等による相談支援体制を整備。 
＜働きながらがん治療を受けられる環境の整備＞ 

○ がんになっても安心して働ける社会を構築するため、柔軟な

休暇制度や勤務体系の導入等の職場環境整備等を推進。 
医療連携体制 がん診療連携拠点病院等の整備を県内４つ（北九州、福岡、筑豊、

筑後）のブロック単位で行う。 
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＜数値目標＞ 

指     標  
現状（2022(令和4)年度） 目標値 

（2029(令和11)年度）  福岡県 全国 

年齢調整死亡率 

（75歳未満） 

（人口10万対）  

男女計 71.8 67.4 12%減少 

検診受診率（％）  

胃がん 40.4 41.9 60％以上 

肺がん 44.4 49.7 60％以上 

大腸がん 42.1 45.9 60％以上 

乳がん 44.7 47.4 60％以上 

子宮頸がん 42.6 43.6 60％以上 

精密検査受診率（％）  
75.6～93.3 

(2020(R2)年度) 

71.4～90.1 

(2020(R2)年度) 
90％以上 

喫煙率（％）※1  16.0 16.1 12.0％以下※2  

  ※1 福岡県：2022（令和４）年県民健康づくり調査 

      全 国：2022（令和４）年国民生活基礎調査 

    ※2 2034（令和 16）年度の目標値 

 

② 脳卒中（脳血管疾患） （８８ｐ～９７ｐ） 

今後の方向 ＜予防＞ 

○ 保健指導者育成のための研修や好事例の共有などの保険者に

対する支援を実施。 
〇 介護予防事業等を推進し、関係団体、市町村と連携した健康

づくりを実施。 
＜県民への啓発＞ 

○ 脳卒中の症状や発症時の緊急受診の必要性など、脳卒中に関

する知識について県民への啓発を推進。 
＜病院前救護体制の充実＞ 

○ 医療機関と消防機関の連携により、早期に専門的治療が実施

可能な医療機関に到着できるよう救護体制を充実。 
○ とびうめネットを活用し、かかりつけ医と搬送先病院との患

者基本情報の共有による迅速で適正な医療提供を推進。 
＜医療機能情報の提供＞ 

○ ホームページ等による医療機関情報の提供を推進。 
＜急性期から在宅復帰までの継続的支援＞ 

〇 福岡県循環器病総合支援センターを設置し、患者や家族を支

援。 
〇 適切なリハビリテーションを実施できる体制の整備。 
〇 在宅復帰した患者が安心して療養できるよう適切な医療、介

護、福祉の連携を推進。 
○ 多職種が連携した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

を実施。 
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医療連携体制 二次保健医療圏単位で行うが、専門的な医療について体制が整っ

ていない二次保健医療圏は、近接する二次保健医療圏で補完。 
＜数値目標＞ 

指  標 現状（2022(令和 4)年度） 目標値 

（2029(令和 11)年度） 福岡県 全国 

年齢調整死亡率    

（人口 10万対）※1 

男性 86.7 93.8 減少 

女性 47.7 56.4 減少 

喫煙率（％）※2 16.0 16.1 12.0％以下※4 

特定健康診査実施率（％）（40－74歳）※3 51.9 56.2 70％以上 

特定保健指導実施率（％）（40－74歳）※3 26.0 24.7 45％以上 

※1 2020（令和２）年都道府県別年齢調整死亡率 

    ※2 福岡県：2022（令和４）年県民健康づくり調査 

        全 国：2022（令和４）年国民生活基礎調査 

    ※3 2021（令和３）年度厚生労働省保険局データ 

     ※4 2034（令和 16）年度の目標値 

 
  ③ 心筋梗塞等の心血管疾患 （９８ｐ～１０７ｐ） 

今後の方向 ＜予防＞ 
○ 保健指導者育成のための研修や好事例の共有などの保険者

に対する支援を実施。 
〇 介護予防事業等を推進し、関係団体、市町村と連携した健康

づくりを実施。 
＜県民への啓発＞ 

○ 心筋梗塞等の症状や発症時の緊急受診の必要性、除細動器の

使用方法など、心血管疾患に関する知識について県民への啓発

を推進。 
＜病院前救護体制の充実＞ 

〇 救急蘇生法の普及啓発やＡＥＤの利用促進のため講習会等

を実施。 

○ とびうめネットを活用し、かかりつけ医と搬送先病院との患

者基本情報の共有による迅速で適正な医療提供を推進。 
＜医療機能情報の提供＞ 

○ ホームページ等による医療機関情報の提供を推進。 
＜急性期から在宅復帰までの継続的支援＞ 

〇 福岡県循環器病総合支援センターを設置し、患者や家族を支

援。 
〇 再発防止に係る好事例の周知や、関係機関の連携強化に向け

た取組を実施。 
〇 在宅復帰した患者に対して適切な医療、介護、福祉サービス

が提供されるよう関係機関の連携を推進。 
○ 多職種が連携した地域包括ケアシステムの構築に向けた取

組を実施。 
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医療連携体制 二次保健医療圏単位で行うが、専門的な医療について体制が整っ

ていない二次保健医療圏は、近接する二次保健医療圏で補完。 
 

＜数値目標＞ 

指  標 現状（2022(令和 4)年度） 目標値 

（2029(令和 11)年度） 福岡県 全国 

年 齢 調 整 死 亡 率     

（人口 10万対）※1  

男性 29.5 32.5 減少 

女性 12.4 14.0 減少 

喫煙率（％）※2      16.0 16.1 12.0％以下※4 

特定健康診査実施率（％）（40－74歳）※3 51.9 56.2 70％以上 

特定保健指導実施率（％）（40－74歳）※3 26.0 24.7 45％以上 

    ※1 2020（令和２）年都道府県別年齢調整死亡率 

    ※2 福岡県：2022（令和４）年県民健康づくり調査 

        全 国：2022（令和４）年国民生活基礎調査 

    ※3 2021（令和３）年度厚生労働省保険局データ 

     ※4 2034（令和 16）年度の目標値 

 
  ④ 糖尿病 （１０８ｐ～１１５ｐ） 

今後の方向 ＜予防＞ 

○ 啓発イベントや各種研修会の開催を通じて、県民に対し、糖

尿病・合併症に関する正しい知識や糖尿病の発症予防に関する

知識の普及・啓発を推進。 
○ 特定健康診査や特定保健指導の実施率向上のため、受診勧奨

に係る優れた取組を共有するほか、健康増進計画に沿った施策

や介護予防事業を推進し、関係団体、市町村と連携した健康づ

くりを実施。 
○ 保健指導者の育成研修など、保険者に対する支援を実施。 
＜初期診療体制の充実＞ 

○ 糖尿病の治療が必要とされた者に対する、適切な診断、保健

指導等関係機関との連携による初期診療体制の充実。 
＜かかりつけ医等と専門医、合併症治療医等との連携促進＞ 

○ かかりつけ医等（医科・歯科）と専門的な教育治療を行う医

療機関、糖尿病性腎症等合併症の検査治療等を行う医療機関と

の連携を促進するほか、地域医療構想調整会議における協議を

踏まえ、地域の実情に応じた病床の機能分化・連携を推進。 
＜医療機能情報の提供＞ 

○ ホームページ等による医療機関情報の提供を推進。 
＜重症化予防＞ 

○ 「福岡県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、腎

不全・人工透析への移行の防止を推進。 
医療連携体制 二次保健医療圏単位で行うが、医療圏を超えた連携が必要な場合

もあるため、かかりつけ医と専門医とで情報共有するなどの体制

整備を行う。 - 8 - 

 

＜数値目標＞ 

指  標 現状（2021(令和3)年度） 目標値 

（2029(令和11)年度） 福岡県 全国 

糖尿病性腎症による年間新規透析

導入患者数 
725人 15,271人 570人以下 ※ 

メタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少率 
12.2％ 13.7％ 25%以上 

特定健康診査実施率（％）（40－74歳） 51.9％ 56.2％ 70％以上 

特定保健指導実施率（％）（40－74歳） 26.0％ 24.7％ 45％以上 

    ※ 2034（令和 16）年度の目標値 

 
  ⑤ 精神疾患 （１１６ｐ～１３８ｐ） 

今後の方向 ＜多様な精神疾患への対応＞ 

○ 統合失調症をはじめとする精神疾患患者の地域移行・地域定

着支援や、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構

築等を推進。 
○ うつ病患者の早期発見・早期治療のため、かかりつけ医のうつ

病対応能力の向上や、精神科医との連携を推進。 
○ 認知症対応力向上研修の実施や認知症サポート医の養成を進

め、医療関係者の認知症対応力を高めるほか、「福岡県認知症医

療センター」等と連携し、適切な医療機関に繋ぐ体制の充実等を

推進。 
○ 思春期の心の問題で悩んでいる方やその家族等の相談対応

や、地域の関係機関と連携した包括的な支援を実施。 
○ 身近な地域で発達障がいに関する相談支援や療育支援を受け

ることができるよう、地域支援体制の確立等を推進。 
○ 福岡県アルコール健康障がい対策推進計画に基づき、関係機

関と連携して、アルコール健康障がい対策を推進。 
○ 福岡県薬物の濫用防止に関する条例等に基づき、関係機関と

の連携強化を含めた地域における支援体制の整備など、薬物依

存症からの回復を支援していくための対策を推進。 
○ 福岡県ギャンブル等依存症対策推進計画に基づき、関係機関

と連携して、ギャンブル等依存症対策を推進。 
○ PTSD に対するこころのケアが必要な方の相談対応や、適切に

医療機関へつなぐ取組を実施。 
○ 高次脳機能障がい者に対して、支援コーディネーターによる

相談支援や出張相談会等を実施。 

○ 摂食障がい及びてんかんについて、それぞれの支援拠点病院

を中心に、医療機関等の関係機関と連携して治療支援体制を構

築。 
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＜精神科救急＞ 

○ 夜間・休日において、速やかな医療や保護を行うことができる

よう、精神科救急医療システムの充実や適切な運用等を推進。 
＜自殺対策＞ 

○ 福岡県自殺対策計画に基づき、関係機関との連携を強化し、総

合的に自殺防止対策を推進。 
＜災害精神医療＞ 

○ 関係機関と連携し、ふくおか DPATの派遣体制の充実を図るほ

か、災害拠点精神科病院の指定を推進。 
＜医療観察法＞ 

○ 対象者が身近な場所で通院治療を受けることができるよう、

福岡保護観察所や指定通院医療機関等との連携を推進。 
医療連携体制 精神疾患に対応できる地域内の医療機関の状況を考慮し、県全域

を１つの医療圏と設定（精神科救急は県内４ブロック単位で対
応）。 

＜数値目標＞ 

指標名 

現 状

（2022(令和

4)年度） 

目標値 

（2026(令和

８)年度） 

（2029(令和

11)年度） 

精神病床における慢性期（１年以上）入院患

者数 
10,310人 

10,012人 

以下 

9,740人 

以下 

（精神病床における入院患者数に対する慢性

期入院患者数の割合） 
（62.5％） 

（61.3％ 

以下） 

（59.7％ 

以下） 

精神病床における入院患者数 16,505人 
16,328人 

以下 

16,321人 

以下 

精神病床における入院後３か月時点の退院率 60.8％(※) 69.0％以上 69.0％以上 

精神病床における入院後６か月時点の退院率 77.9％(※) 86.0％以上 86.0％以上 

精神病床における入院後１年時点の退院率 85.2％(※) 92.0％以上 92.0％以上 

精神病床から退院後１年以内の地域における

平均生活日数 
318.1日(※) 325.3日以上 325.3日以上 

                 ※2019(令和元)年度の数値 
 
  ⑥ 救急医療 （１３９ｐ～１４８ｐ） 

今後の方向 ＜病院前救護体制の充実＞ 

○ 福岡県救急業務メディカルコントロール協議会の円滑な運

営、救急救命士への研修や救急活動の事後検証の充実、メディ

カルコントロールに携わる医師の能力向上を推進。 
○ 救急医療機関の適正受診や、緊急性の乏しい転院搬送におけ

る病院救急車・民間救急の活用を含む救急車の適正利用に係る

啓発に取り組むほか、ＡＥＤや救急医療電話相談の利用を促

進。 
○ 居宅・介護施設の高齢者が自らの意思に沿った救急医療を受

けるため、各地域において、患者が希望する医療を必要な時に
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確認できる方法や心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応

方針等について検討を促進。 
＜患者の重症度・緊急度に応じた救急医療体制の確保＞ 
○ 救急患者の予後等の把握、地域医療構想による医療機能の分

化・連携・集約化の取組のほか、特に配慮を要する救急患者の

受入れ体制の構築などを通じて、各地域に必要な救急医療の機

能を確保。 
○ 医師の働き方改革等を踏まえながら、初期救急から三次救急

まで効率的かつ高水準で持続可能な救急医療提供体制の整備

を促進。 
○ 二次救急については、今後、特に増加が見込まれる高齢者救

急の主な受入れ先として、その役割を担えるよう、医療機関の

更なる充実と三次救急との役割分担の明確化を推進。 
○ 三次救急については、個々の救命救急センターの状況を適宜

把握し、専任医師・看護師の能力向上や、施設・設備の整備の

支援を実施。 
＜ドクターヘリ・ドクターカー事業の充実＞ 
○ ドクターヘリについては、久留米大学病院高度救命救急セン

ターによる運航体制の維持や、隣接県との連携などを推進。 
○ ドクターカーについては、メディカルコントロール協議会等

において、救急医療提供体制の一部として、より効果的な活用

方法を検討。 
＜医療機関相互の連携の促進＞ 
○ 救急医療機関の救急医療用病床を確保するため、高次の医療

機関からの転院搬送を促進。 
○ 医療機関の応需状況や空床状況等の情報を共有する体制に

ついて検討を促進。 
○ とびうめネット患者登録を推奨し、その活用拡大に向けた支

援を実施。 
＜救急医療に携わる人材の確保＞ 
○ 救急医療に携わる人材の育成・確保を推進。 

医療連携体制 初期救急医療は地区医師会単位で、二次救急は二次保健医療圏単

位で、三次救急は県内４ブロック単位で行う。 
＜数値目標＞ 

指 標 
現状 

（2022(令和 4)年度） 

目標値 

（2029(令和 11)年度） 

救急搬送における医療機関までの収容

平均所要時間 
37.9分 

全国一位の水準 

（参考 R4：34.8分） 

心肺機能停止傷病者の一ヵ月後の予後 

（一般市民の目撃による） 

生存率 16.4％ 
全国一位の水準 

（参考 R4：17.7%） 

社会復帰率 11.1％ 
全国一位の水準 

（参考 R4：13.3%） 
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  ⑦ 災害時における医療 （１４９ｐ～１５６ｐ） 

今後の方向 ＜新興感染症等感染拡大時における災害時の医療体制＞ 
○ 新興感染症等の感染拡大時における災害医療について、情報シ

ステムを活用した傷病者の受入体制を検討、新興感染症対策と整

合性を持った医療救護活動の実施体制を確保、感染症及び災害の

いずれにも対応できる人材を育成、避難所における感染症対策を

市町村に助言。  
＜災害医療のコーディネート体制の構築＞ 
○ 災害医療コーディネーター（小児周産期リエゾンを含む）及び

災害薬事コーディネーターについて必要な人材を確保し、研修・

訓練等を通じて調整力の向上や連携を強化するほか、関係団体、

医療機関等による研修・訓練等を通じて指示系統を確立し、連携

体制等の強化やコーディネート体制への理解を促進。 
＜災害時の情報共有の推進＞ 
○ 「ふくおか医療情報ネット（災害情報業務）」の訓練等を行い、

関係機関で情報共有する体制を確立。 
＜災害拠点病院等の整備＞ 
○ 災害拠点病院の指定を進め、業務継続計画の策定や、施設・設

備の整備、感染症及び災害のいずれにも対応できる人材の育成な

ど災害拠点病院の充実強化に向けた支援のほか、ＳＣＵの運用に

ついて近隣の災害拠点病院が協力する体制を構築。 
○ 災害拠点病院以外の病院についても施設の耐震化や業務継続計

画策定を支援。 
○ 浸水想定区域等に所在する災害拠点病院等の浸水対策を支援。 
○ 災害時における精神科医療を提供する上で中心的な役割を担う

災害拠点精神科病院の指定を推進。 
＜医療チームの体制等の充実＞ 
○ ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴのチーム数の拡充や隊員の技能維持を推進。 
○ 災害支援ナースの役割や活用方法を検討。 
＜原子力災害への対応＞ 
○ 原子力災害拠点病院の指定及び原子力災害医療協力機関の登録

を進めるほか、原子力災害拠点病院等の設備への支援や訓練、安

定ヨウ素剤の予防服用に関する情報提供を推進。 
 

＜数値目標＞ 

指 標 
現状 

（2022(令和 4)年度） 

目標値 

（2029(令和 11)年度） 

災害拠点病院の耐震化率 

（患者が利用する建物） 
96.9％ 100.0％ 

ふくおか医療情報ネットの入力訓練に

おける入力率（入力要請から１時間以内） 

18.5％ 

（災害拠点病院は

51.6％) 

75.0％ 

（災害拠点病院は

100％) 
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 EMISの施設情報の入力率 

（受水槽もしくは発電機の有無） 
50.0％ 100.0％ 

 
⑧ 新興感染症発生・まん延時における医療等 （１５７ｐ～１６１ｐ） 

今後の方向 ＜新興感染症対策＞ 

〇 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅

療養者等への医療等が提供できるよう、平時から感染症法に基

づく医療措置協定を締結。 
〇 新興感染症の国内での発生早期の段階は、第一種及び第二種

感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応。 
〇 流行初期には、第一種及び第二種感染症指定医療機関、流行

初期医療確保措置の対象となる医療措置協定を締結した医療

機関を中心に対応。 
〇 流行初期以降は、医療措置協定を締結した全ての医療機関で

対応。 
○ 「福岡県新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、抗

インフルエンザウイルス薬の備蓄や地域対策連絡会議の実施

等の対策を推進。 
＜人獣共通感染症対策＞ 

○ 「福岡県ワンヘルス推進基本条例」及び同条例に基づき策定

した「福岡県ワンヘルス推進行動計画」並びに「環境と人と動

物のより良い関係づくり等福岡県におけるワンヘルスの実践

促進に関する条例」に掲げる施策を実施。 
＜数値目標＞ 

指 標 

現状 

（2022(令和 4)年

度） 

目標値 

（2029 (令和11)年度） 

流行初期 流行初期以降 

① 入院病床数 

（うち重症者用） 

※感染症病床は除く 

― 
350床 

（うち 80床） 

2,000床 

（うち 200床） 

② 発熱外来機関数 ― 55機関 2,100機関 

③ 自宅療養者等への医療提

供機関数 

 ア 病院・診療所 

 イ 薬局 

 ウ 訪問看護事業所 

―  

 

 

 ア 1,000機関 

 イ 1,000機関 

 ウ  150機関 

④ 後方支援機関数 ―  200機関 

⑤ 人材派遣人数 ―  
医師   20人 

看護師 20人 

⑥ 個人防護具を十分に備蓄

する協定締結機関数 
― 

協定締結医療機関（病院・診療所・訪

問看護事業所）のうち８割以上 
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  ⑨ へき地における医療 （１６２ｐ～１７２ｐ） 

今後の方向 ＜へき地医療支援機構の強化＞ 
○ へき地で医療に従事する医師の情報交換会をＩＣＴも活用

しながら開催し、へき地診療所とへき地拠点病院の医師同士が

必要に応じて連携することができる関係を構築することで、円

滑かつ効果的にへき地医療対策を実施。 
○ ふくおか地域医療支援サイトによる情報発信のほか、セミナ

ー等を開催し、へき地医療に対する啓発を実施。 
○ 無医地区等の現状把握を行い、介護との連携も含めた医療提

供体制構築の可能性を検討。 
＜医療従事者の確保＞ 
○ へき地において安定的に医療を提供するために、市町村の医

療機関へ自治医科大卒の医師を派遣するとともに、医師以外の

医療従事者確保を推進。 
○ 専門医の養成体制に関する協議会において専門研修プログ

ラムの確認・調整を実施するほか、医師確保が困難な地域での

活躍が期待されている総合診療専門医の確保を実施。 
＜医師のキャリア形成支援＞ 
○ 自治医科大学生等に対して、へき地医療従事に係る動機づけ

を行うとともに、医師の就業に係るプログラム策定など、へき

地医療に従事する医師のキャリア形成を支援。 
＜ＩＣＴを活用した遠隔診療の整備＞ 
○ 常勤医師を確保できない地域において、ＩＣＴを活用した遠

隔診療の整備を促進。 
＜数値目標＞ 

指標 
現状 

（2022(令和 4)年度） 

目標値 

（2029(令和 11)年度） 

へき地医療拠点病院の数 
11病院 

（2023(令和 5)年度） 
11病院 

へき地医療拠点病院による代診医派遣の日数 685.5日／年 693.5日／年 

へき地医療拠点病院の中で主要３事業の年間実

績が合算で１２回以上の医療機関の割合（※） 
100％ 100％ 

（※）へき地医療拠点病院における主要３事業（①へき地への巡回診療、②へき地診療所等へ

の医師派遣、③へき地診療所等への代診医派遣）のうち、オンライン診療を活用して行った

巡回診療（①）・代診医派遣（③）についても、主要３事業の実績に含める 
 
  ⑩ 周産期医療 （１７３ｐ～１８１ｐ） 

今後の方向 ＜周産期医療を取り扱う施設の確保＞ 
○ 周産期母子医療センターやこれに準じる病院を中心とした県

内４つの地域（福岡・北九州・筑豊・筑後）を周産期医療圏とし、

ハイリスク分娩に対する高度な医療提供体制を整備。 
○ 全ての二次保健医療圏において、正常分娩に対する分娩取扱

施設を維持確保するとともに、急変時の搬送体制を整備。 
○ 周産期母子医療センターの運営や施設・設備の整備等に対す

る支援を実施。 
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○ 産科区域の特定等、分娩取扱施設における母子の心身の安定・

安全の確保を推進。 
＜機能分担と連携の促進＞ 
○ ＮＩＣＵ長期入院児の解消に向けて、在宅医療を担う医療施

設、障がい児入所施設及び病院間において、在宅医療等へ円滑に

移行できる体制を検討。 
○ 福岡地域においては、重症度に応じた受入病院の調整を実施

し、地域全体で高度周産期医療施設の空床確保を推進。 
○ 地域の助産所や分娩を取り扱わない医療機関において、妊婦

健診や産前・産後のケア、オープンシステム・セミオープンシス

テム等を実施する体制の構築を検討。 
○ 産科医師から助産師へのタスク・シフト／タスク・シェアの検

討を推進。 
○ 妊産婦の偶発合併症に対応するため、産科及び産婦人科以外

の医師のハイリスク妊産婦に対する診療の質を向上させるとと

もに、産科及び産婦人科との連携を強化。 
＜周産期医療に関する啓発＞ 
○ 妊産婦に対し適切な受診や早期の妊娠届出等の啓発、遠方の

医療施設へ母体・新生児搬送が発生することへの理解を促進。 
＜医師等の確保対策＞ 
○ 周産期医療従事者の実数及び勤務環境を把握し医師確保の有

効な方策について研究するほか、分娩手当や新生児手当を支給

している医療機関への助成、女性医師の短時間勤務の導入等へ

の支援、奨学金制度による産科医等の確保を推進。 
○ 専門的・基礎的知識及び技術を指導する人材を育成。 
＜災害時の周産期医療対策＞ 
○ 周産期母子医療センターの耐震化や業務継続計画の策定、止

水・浸水対策に対する支援を充実させるほか、災害時小児周産期

リエゾンを中心とした災害時周産期医療ネットワークを構築。 
医療連携体制 正常分娩等については二次保健医療圏単位で、高度な周産期医療

については県内４ブロック単位で行う。 
＜数値目標＞ 

指 標 現状 

（2022(令和4)年度） 

目標値 

（2029(令和11)年度） 

分娩を取り扱う施設が確保されている二

次保健医療圏数 
１３保健医療圏 １３保健医療圏 

周産期母子医療センターにおける搬送受入不可件

数のうちＮＩＣＵ満床に起因する割合 
６２％ 現状値以下 
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  ⑪ 小児医療（小児救急を含む。） （１８２ｐ～１９０ｐ） 

今後の方向 ＜医療体制等の整備＞ 
○ 地域の小児科医等への時間外の医療体制への参画の働きかけ

や、地域の小児拠点病院と地元開業小児科医の連携の促進、地域

の小児救急医療体制を支援する市町村等への支援を実施し、二

次保健医療圏ごとにそれぞれの実情に応じた小児初期医療体制

を早期に確保。 
○ 二次及び三次医療について、日本小児科学会の「中核病院小児

科・地域小児科センター登録事業」登録病院を中心に、隣接県か

らの患者の受入れ状況も考慮しつつ、県内４ブロックで医療提

供体制の整備を図るほか、小児救命救急センターの運営への支

援等三次救急体制を確保。 
○ 重篤な小児患者の状況を調査するとともに、小児の死亡事例

を個別に解析し、予防可能な死亡原因の把握に努め、小児医療体

制充実の方策について検討するほか、急性期後の地域の小児科

病院や在宅療養への円滑な移行等連携体制構築について検討。 
○ 発達障がい児の診療等に対応できる一般小児科が充実するよ

う、関係者への講習等の実施に努めるとともに、専門医療機関と

かかりつけ医療機関の連携を強化。 

〇 医療的ケア児について、療養・療育支援が可能な体制を整備す

るとともに、小児科医の役割の明確化と園・学校生活に関わる医

療関係者の連携を強化するほか、相談支援体制の充実を推進。 
〇 子どもの心の問題や児童虐待に対する医療・保健・福祉・教育

間の連携を強化するとともに、地域における虐待予防等を進め

る体制の整備を支援。 
〇 小児科医をはじめ、医療機関の多職種を対象とした児童虐待

に幅広く対応するための研修会を開催。 
〇 小児医療に関する協議会を設置し、小児医療体制の整備に関

する協議を行うとともに、地域における医療と保健、福祉、教育

との連携を促進。 
〇 全ての医師が仕事と生活が両立できる勤務環境を整備。 
〇 学校医、園医等、地域の公衆衛生を担う人材を確保。 
＜適切な受診に関する啓発及び相談機能の充実＞ 
〇 相談者への応対の質の向上や適切な回線数の確保などを通

じ、小児救急医療電話相談事業（＃8000）の充実を推進。 
＜災害時の小児医療対策＞ 
○ 小児救急医療機関による災害時ネットワークの構築や、在宅

療養児の災害時の医療ニーズ把握等の方策を検討し、災害時小

児周産期リエゾンを中心とした災害時の小児医療体制を構築。 
医療連携体制 小児初期救急については、隣接する二次保健医療圏で補完しつつ

二次保健医療圏単位で行う。入院治療を必要とする小児救急医療

については４ブロック単位で行う。 
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＜数値目標＞ 

指標 
現状 

（2022(令和4)年度） 

目標値 

（2029(令和11)年度） 

小児死亡率（小児人口千対） 0.19 
全国平均以下 

（参考 R4：0.18） 

 
  ⑫ 在宅医療 （１９１ｐ～２０４ｐ） 

今後の方向 ＜日常の療養支援＞ 

○ 市町村が取り組む在宅医療・介護連携推進を支援するほか、

「福岡県地域在宅医療支援センター」において、各地域の課題の

検討、多職種の関係者や市町村等との情報共有・連携を推進。 

○ 24時間・365日対応、夜間・休日の支援体制、多職種・同職種

間の連携や新規参入の促進などの在宅医療体制の充実強化に向

けて、郡市区医師会の取組を支援。 

○ 訪問看護ステーション間や関係機関の連携強化等により、退

院に向けた医療機関との共同指導、看取りや重症度の高い患者

等にも安定的な訪問看護サービスが提供できるよう支援。 

○ 在宅医療に携わる医師等の負担軽減、効率的な連携を図るた

め「とびうめネット」を活用した多職種連携を支援。  

○ ＡＹＡ世代のがん患者等、医療依存度の高い在宅療養者の緩

和ケアやレスパイトを目的とした通所施設への支援を実施。 

○ 在宅医療を受ける小児等に対して、医療、福祉、教育等が連携

し、小児等の在宅医療を支える体制を構築。 

○ 高齢者向け住宅・施設における在宅医療提供体制の実態を把

握し、適切なサービスを提供できるよう取組を実施。 

○ 在宅医療に関わる薬剤師の資質の向上や口腔の管理・リハビ

リテーション・栄養管理を一体的に提供する体制を構築。 

○ 在宅医療の利用者等からの暴力・ハラスメントに対し、従事者

の安全を確保し、在宅医療の継続的で円滑な提供体制を構築。 

＜退院支援と急変時の対応＞ 

○ 入院医療機関と在宅を担う関係機関が相互の役割を理解し、

協議する機会の提供等、切れ目のない在宅医療提供体制づくり

を推進するほか、県医療的ケア児支援センター及び医療、福祉、

教育関係者との連携体制を確保。 

○ 急変時の対応等について、関係者の連携強化に向けた協議や

とびうめネットの登録活用推進などの郡市区医師会の取組を支

援。 

＜患者が望む場所での看取り＞ 

○ 在宅医療に係る多職種の関係者が連携し、患者が望む場所で

看取りが円滑に行われる体制の確保に向けた郡市区医師会の取

組を支援。 

○ 同行訪問研修の実施、訪問看護ステーション間の連携体制の

構築、多職種連携等により在宅看取り体制を推進。 
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○ アドバンス・ケア・プランニングの取組の推進、介護職員等へ

の看取りに関する研修会、家族向けパンフレット配布等介護保

険施設や高齢者向け住宅・施設での看取りを促進。 

○ 麻薬調剤や無菌製剤処理等の高度な薬学管理が可能な薬局の

整備状況や実績を把握・分析。 

○ 在宅看取り等において、亡くなられた方の尊厳の保持や公衆

衛生の向上に向けた、死因究明体制の充実。 

＜人材育成＞ 

○ 小児や認知症、がん、看取り等高度な医療技術にも対応できる

専門性の高い医療従事者や在宅ボランティアの育成を推進。 

○ 在宅医療に係る機関について、地域の保健医療関係機関・団体

等と連携し、必要な専門的・基礎的知識及び技術を習得させるた

めの研修の実施等による人材育成。 

＜地域住民の理解促進＞ 

○ 地域住民や関係機関からの相談対応、市町村等関係団体と連

携した普及啓発や、在宅医療や看取りに関する住民への情報発

信やアドバンス・ケア・プランニングの啓発。 
医療連携体制 二次保健医療圏単位で行う。 
＜数値目標＞ 

指標 
現状（2023(令和 5)

年度） 

目標値 

2026（令和 8） 

年度 

2029（令和 11） 

年度 

訪問診療を受けた患者数  43,058人/月 48,506人/月 53,017人/月 

在宅ターミナルケアを受けた患

者数 
6,516人/年 7,340人/年 8,023人/年 

 
 
（３）その他医療を提供する体制の確保に対し必要な事項（２０５ｐ～２４４ｐ） 

 

①結核・感染

症対策 

 

＜感染症対策＞ 

○ 感染症の発生予防及びまん延防止、感染症に対する良質かつ適

切な医療の提供など、「福岡県感染症予防計画」に基づき感染症

対策を総合的に推進。 
＜結核対策＞ 

○ 2025(令和７)年までにり患率７以下を目標に、発症予防及びま

ん延防止対策や患者支援及び適正医療の確保などの対策を推進。 
＜エイズ対策・性感染症対策＞ 

○ エイズ、性感染症に関する正しい知識の普及啓発や発生の予防、

まん延防止、良質かつ適切な医療の提供などの対策を推進。 
＜肝炎対策＞ 

○ 肝炎ウイルス検査の促進や、陽性者に対する専門医療機関への

受診勧奨、正しい知識の普及啓発などの対策を推進。 
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＜インフルエンザ対策＞ 

○ 予防・治療に関する正しい知識の普及啓発、発生状況の情報提

供、施設内感染の防止などの対策を推進。 
＜新型コロナウイルス感染症対策＞ 

○ 新型コロナウイルス感染症の特徴を踏まえた予防・治療に関す

る正しい知識の普及啓発、感染状況等の情報提供を実施。 
②臓器移植等

対策 

○ 臓器提供意思表示カードの携行、運転免許証等への記入促進、

関係機関との連携強化、医療従事者への研修等を実施。 
○ 骨髄バンク事業の理解促進、普及啓発、ドナー登録の呼びかけ、

ドナー休暇制度の導入など骨髄移植に係る環境整備を推進。 
③難病対策 ○ 難病患者が地域において療養できるよう医療機関の体制整備や

各機関の連携強化を推進するほか、難病の診断がついていない患

者が受診できる医療機関を整備。また、在宅療養支援の普及、従

事者の研修等、地域における患者支援対策を推進。 
○ 難病法に基づく医療費の支給等の事務が政令市へ移譲されたこ

とを踏まえ、政令市との連携を推進するほか、障害者手帳未所持

患者へ市町村が実施する居宅介護等の福祉施策を促進。 
④小児慢性特

定疾病対策 

○ 療育指導や家庭訪問等、実態に応じた在宅療養支援の取組など、

地域における患者支援対策を推進。 
○ 成人後も必要な医療等を切れ目なく提供するため、医療従事者

間の連携体制の充実を図る。 
⑤アレルギー

疾患対策 

○ アレルギー疾患を有する者や家族等に、疾患に関する適切な情

報提供を行い、正しい知識の普及啓発を推進。 
○ 中心的な役割を担うアレルギー疾患医療拠点病院と地域の医療

機関の連携等、診療体制の構築を推進するほか、医療従事者の人

材育成に取り組み、アレルギー疾患医療全体の質の向上を促進。 
○ 保健師等に正しい知識及び技術を習得するための研修会の実

施、アレルギー疾患に関する悩みに対応できる相談体制の充実を

図り、生活の質の維持向上を図る。 
⑥今後高齢化
に伴い増加す
る疾病等対策 
（フレイル、
ロコモティブ
シンドロー
ム、大腿骨頸
部骨折、誤嚥
性肺炎） 

○ 高齢化に伴い増加する疾病等を予防する観点から、心身の機能

や口腔機能の維持、栄養・食生活等の生活習慣の改善を推進。 
〇 ロコモティブシンドロームの言葉・概念の認知度向上やロコト

レ等の普及啓発を実施。また、市町村の介護予防に対する取組を

支援。 
〇 大腿骨骨折等による要介護状態への移行・増悪を防止するため、

骨粗鬆症検診の受診を推進。 
〇 誤嚥性肺炎を予防するため、定期的な歯科健診や口腔機能の保

持増進の啓発。 
〇 地域ケア会議へのリハビリテーション専門職の参画を推進し、

自立支援・介護予防の観点から、二次性骨折予防を含めた在宅生

活の継続を支援。 
○ 市町村が実施する介護予防事業を効果的に進めるための専門
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的・技術的な支援等のほか、介護予防支援センターにおけるリハ

ビリテーション専門職による相談対応等の実施、高齢者が生きが

いを持てる居場所づくり、自立支援の取組等を推進。 
○ 「ふくおか医療情報ネット」などを通じて、大腿骨骨折に係る

地域連携クリティカルパスを導入している医療機関の情報を提

供。 
〇 慢性腎臓病（ＣＫＤ）について、健診による早期発見や重症化

予防などに係る普及啓発を図るほか、慢性腎臓病及び糖尿病の重

症化が見込まれる者をかかりつけ医や専門医につなげる体制の

整備を推進。 
⑦歯科保健医

療対策 

○ 「福岡県歯科口腔保健の推進に関する条例」等に基づき、県民

自らが歯科疾患の予防に向けた取組を推進。 
＜各ライフステージにおける歯科保健対策＞ 

○ 妊産婦歯科健診の重要性の理解促進、乳幼児期の口腔機能獲得

に係る啓発、学齢・青年期のフッ化物応用等の効果的なう蝕予防、

「かかりつけ歯科医」を持つことの重要性の啓発、オーラルフレ

イルの周知及び口腔機能向上の啓発、障がい者（児）や要介護者

に対する歯科保健対策等。 
＜歯科保健医療体制の整備＞ 

○ ライフステージごとのう蝕及び歯周病の有病状況等の評価、障

がい者（児）及び要介護者の歯科診療の充実、福岡県歯科医師会

と協力しながら病診連携等を構築、県内における歯科休日急患診

療体制の維持・整備、歯科衛生士の情報把握、就職情報の提供等

人材活用、かかりつけ歯科医の普及定着、多職種合同医療連携、

災害時における口腔健康管理の推進、感染症の流行期終息後の歯

科健診及び歯科保健指導の継続を啓発。 
＜歯科保健の普及啓発＞ 

○ 「福岡県歯科口腔保健啓発週間」における普及啓発、歯科保健

に関する正しい知識の普及啓発、「８０２０運動」の推進。 
⑧血液確保対

策 

○ 市町村や献血協力団体との連携強化、団体に対する研修会等の

実施による献血思想の普及啓発、献血 web会員サービス「ラブラ

ッド」を利用した予約献血の拡大、「学校献血」や「献血セミナ

ー」による若年層への献血推進等を実施。 
○ 医師等に対する研修、輸血療法における課題検討など、医療機

関における血液製剤の適正使用を推進。 
○ 災害時等における血液の安定供給のため、福岡県赤十字血液セ

ンターと連携、情報共有、広域的な血液の確保を実施。 
⑨医薬品・医

療機器関係 

○ かかりつけ薬剤師・薬局の面分業の推進のほか、薬事情報セン

ターの運営支援。 

○ ジェネリック医薬品及びバイオ後続品の使用促進、普及啓発。 

○ 医薬品の適正使用の促進のため、お薬手帳等の活用、医療機関

や薬局等の連携推進、患者への啓発。 

○ PMDA薬事戦略出張相談等県内医療福祉機器産業の育成・実用化
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を支援。 
 

 

（４）医療の安全の確保 （２４５～２４９ｐ） 

  ○ 医療法により、全ての病院、診療所等に、医療に係る安全管理体制、院内感染対

策に係る体制、医薬品及び医療機器に係る安全管理体制の整備が義務付けられてお

り、医療機関に対して行う定期の立入検査等で、安全管理体制に関する事項につい

ての周知・啓発を重点的に実施。 
  ○ 医療機関等を標的とするサイバー攻撃が増加傾向にあり、医療機関等に対し、「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等に基づき、必要な対策を講じ

るよう注意喚起等を行い、保有する医療情報の安全を確保するよう促す。 
  ○ 医療の安全性と信頼性の確保のため、中立的な立場から患者・住民等からの医療

相談に対応する公的な相談窓口を県下 20カ所に設置。多様化する医療相談に対応し

ていくため各相談員の資質向上を図るとともに、関係機関・団体とのネットワーク

強化を推進。 
 
（５）医療情報システムの整備充実 （２５０ｐ～２５２ｐ） 

  ○ 「ふくおか医療情報ネット」を通じて医療機関情報等の提供や 24時間 365日体制

で救急医療機関を案内する等の対応を実施。 

  ○ このほか、「精神科救急医療システム」による夜間・休日に精神疾患が急発・急変

した者の速やかな医療及び保護の提供や、全国統一システムによる薬局機能情報を

提供。 

  ○ また、医療機関間等で患者の診療情報を共有し救急医療や在宅医療に活用するな

どの機能を有する福岡県医師会が整備する「診療情報ネットワーク（とびうめネッ

ト）」の利用拡大の取組を支援。 
 
（６）外国人が安心して医療を受けられる環境の整備 （２５３ｐ～２５７ｐ） 

  ○ 外国人が医療機関を受診する機会の増加に伴い、医療通訳の重要性が増す一方、

医療費の不払いを発生させないための取組も必要。 

  ○ 外国人患者の受入れに伴う様々な課題やその対応について、関係機関で幅広く検

討するとともに、引き続き、ふくおか国際医療サポートセンターにおける医療通訳

などのサービスの提供及び外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の選定を通じ

て、外国人が安心して医療を受けられる環境整備を推進していくほか、本県の取組

について周知。 
  ○ 訪日外国人受診者による医療費の不払いを防ぐため、引き続き、医療機関向けの

ワンストップ相談窓口による対応や予防策について情報提供を行う。 
 
 
 
○ 「地域医療構想」は、病床の機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）ごとに、

2025(令和７)年の医療需要と病床の必要量（以下「必要病床数」という。）を推計し、

あるべき医療提供体制の姿を明らかにするとともに、その実現に必要となる施策を

示すもの。 

４ 地域医療構想（第４章 ２５９ｐ） 
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○ 「地域医療構想」は、病床の削減を目的とするものではなく、地域ごとに異なる医

療需要の将来の変化に対して、地域の実情に応じて、それに見合った医療資源の効果

的かつ効率的な配置を促し、急性期から回復期、慢性期、在宅医療等まで、患者の状

態にふさわしい、より良質な医療サービスを受けられる体制を構築することが目的。 
○ 本県の地域医療構想については、2017(平成 29)年３月に策定・公表。これを医療

計画の第４章に位置づけ。 
 
 
 
○ 今後、高齢化が進展することにより、高齢者特有の疾病が増加するなど、外来医療

を取り巻く環境が大きく変化することが予想されることを踏まえ、地域において外

来医療機能の連携を進めていく必要がある。このような中、2018（平成 30）年７月

に医療法が改正され、都道府県は、保健医療計画の一部として、新たに外来医療に係

る医療提供体制の確保に関する事項（以下「外来医療計画」という。）を定めること

とされた。 

○ 外来医療計画は、地域ごとの外来医療機能に関する情報を、新規開業者等にとって

有益な情報として参照できるよう可視化して提供することや、充実が必要な外来医

療機能や充足している外来医療機能に関する外来医療機関間での機能分化・連携等

の方針について定めており、新規開業者等の自主的な行動変容を促し、外来医療の偏

在の是正や地域における外来医療の充実を図ることが目的。 
○ 本県の外来医療計画については、策定後３年ごとに見直しを行うこととしており、

これを本計画の第５章に位置づけ。 
 
 
 
（１）医療計画の周知と情報公開  

○ 医療計画は、県ホームページのほか、県庁、各保健福祉（環境）事務所、県民情報

コーナーで周知するとともに、具体的な取組内容等について適切に情報を公開。 
 
（２）医療計画の進捗評価  

○ 医療計画に掲げた５疾病・６事業及び在宅医療の取組状況や数値目標の達成状況

等について、関係協議会等において報告と検証を実施。 
○ 計画の着実な推進を図るために、「福岡県医療審議会医療計画部会」において毎年

度、各取組の進捗状況に係る評価を行い、計画の進捗を管理。 
 

 
 
（１）保健・医療・介護（福祉）の連携  

  ① 健康づくり運動の推進 

・ 「福岡県健康増進計画」で推進する４の柱（健康寿命の延伸、個人の行動と健康

状態の改善、個人の健康づくりを支えるための環境づくりの推進（自然に健康にな

れる環境づくり）、ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりの推進）に関す

る取組について記載。 

６ 医療計画の推進と評価（第６章 ２６３ｐ） 

７ 保健・医療・介護（福祉）の総合的な取組（第７章 ２６５ｐ～２８２ｐ） 

５ 外来医療に係る医療提供体制（福岡県外来医療計画）（第５章 ２６１ｐ） 
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  ② 高齢者保健福祉対策（介護保険を含む。） 

   ・ 「福岡県高齢者保健福祉計画」による、高齢者になっても安心して住み続けら

れる地域づくり、認知症施策の推進、高齢者等の尊厳が尊重される社会づくり、

高齢者を支える介護サービスの確保、介護人材の確保及び介護現場の生産性の向

上に関する取組について記載。 
  ③ 障がい者保健福祉対策 

   ・ 障がい福祉に関する計画の策定や、福祉施設入所者の地域生活への移行、精神

障がい者の社会復帰の取組、保健・医療サービスの充実、障がいの原因となる疾

病等の予防、早期発見・早期治療、障がい児の早期療育サービスの充実に関する

取組について記載。 
  ④ 母子保健対策 

   ・ 男女を問わず各ライフステージに応じた切れ目のない健康支援や、不妊症・不

育症等対策の充実、妊娠・出産・育児に関する包括的な支援、乳幼児のすこやか

な発達や養育者に対する育児不安や、心身の負担の軽減を図るための取組につい

て記載。 
 
（２）健康危機管理対策の推進  

  ① 健康危機管理体制 

・ 健康危機管理体制を整備するための関係機関相互の連携強化や、保健所体制の

強化、次の感染症危機に備えた研修・訓練等の取組について記載。 

  ② 医薬品等の安全対策 

・ 医薬品等の適正な供給及び使用並びに品質の確保に係る知識の普及、監視指導 

体制の強化、いわゆる健康食品に関する知識の普及啓発、薬局等医療安全対策に

関する取組について記載。 
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